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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）アクリル酸のホモポリマー又はその塩、（ｂ）アクリル酸とマレイン酸のコポリ
マー又はその塩、（ｃ）炭酸塩及び珪酸塩からなる群から選ばれる１種以上のアルカリ剤
３５重量％以上、並びに（ｄ）有機キレート剤を含有し、
　（ａ）の含有量が５～４０重量％であり、（ｂ）の含有量が０．５～１０重量％であり
、（ｄ）の含有量が１～５０重量％であり、（ａ）と（ｂ）との合計量が６重量％以上で
あり、（ａ）／（ｂ）（重量比）が１以上である、硬質物品の自動洗浄機用粉末洗浄剤組
成物。
【請求項２】
　（ｃ）中の珪酸塩の割合が２０重量％以上である、請求項１に記載の自動洗浄機用粉末
洗浄剤組成物。
【請求項３】
　（ａ）と（ｂ）の合計量と（ｃ）との重量比が、（ｃ）／［（ａ）＋（ｂ）］＝０．５
～１０である、請求項１又は２記載の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物。
【請求項４】
　（ｄ）有機キレート剤が、エチレンジアミンテトラ酢酸四ナトリウム、メチルグリシン
二酢酸三ナトリウム、Ｌ－グルタミン酸二酢酸四ナトリウム、及びクエン酸三ナトリウム
からなる群から選ばれる少なくとも１種である、請求項１～３いずれかに記載の自動洗浄
機用粉末洗浄剤組成物。
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【請求項５】
　硬質物品が、食器、調理器具、プラスチックコンテナから選ばれる１種以上の物品であ
る、請求項１～４の何れか１項記載の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は硬質物品用の洗浄機で使用する為の粉末洗浄剤組成物に関するものである。更
に詳しくは、厨房の食器類や食品飲料加工用のプラスチックコンテナ等の硬質物品を洗浄
する為に使用される自動洗浄機用の粉末洗浄剤組成物に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　自動洗浄機は、家庭やレストラン、喫茶店などの厨房における汚れた皿、グラス、料理
器具等の食器類の洗浄、食品飲料工場で使用される食材及び製品用のプラスチックコンテ
ナの洗浄に使用されている。主な対象汚れとして、食品由来のタンパク質、デンプン、油
脂等があり、これらの汚れが複合して、皿、グラス、料理器具等の食器、プラスチックコ
ンテナに付着している。また、加熱調理の際にこれらの汚れが熱変性し、強固な汚れとな
り固着している場合もある。
【０００３】
　通常、自動洗浄機による洗浄工程は洗浄－濯ぎの順で行われているが、これら工程の所
要時間は、洗浄工程が４０～６０秒程度、すすぎ工程が５～２０秒程度と非常に短時間で
ある。
【０００４】
　この為、自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物には、これらの強固な汚れを短時間で効率よく
洗浄する事を目的として、アルカリ金属の水酸化物等のアルカリ剤が配合されている。
【０００５】
　また、洗浄にはＣａ、Ｍｇイオン等の硬度成分を含有した水道水、井戸水等がしばしば
使用されており、これら使用水中の硬度成分と洗剤由来の炭酸根、珪酸根、及び大気中の
炭酸ガスが反応し、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、珪酸カルシウム、珪酸マグネシ
ウム等の生成物を形成する。この生成物は水に不溶である為、食器類や、自動洗浄機の槽
内、槽壁等に付着し、スケールと呼ばれる強固な被膜を形成する。その結果、熱交換部の
熱効率低下、循環ポンプの閉塞、濃度センサーの誤作動等のトラブルを引き起こす原因と
なっている。
【０００６】
　スケール付着に起因するトラブル回避の為に、スケール付着の抑制効果が高いトリポリ
リン酸塩を配合した有リンタイプの自動洗浄機用粉末洗浄剤が使用されてきたが、トリポ
リリン酸塩は、水の富栄養化の原因物質であり、環境適合性の観点から使用しない技術の
開発が求められている。
【０００７】
　このような背景の中、１種以上のアルカリ剤、金属イオン捕捉能を有する高分子物質、
及び漂白剤を含有する自動食器洗浄機用洗浄剤組成物が開示されている（例えば、特許文
献１）。しかし、この技術は、高い洗浄性と高いスケール付着抑制効果を両立するには不
十分である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平８－１９９１９４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の課題は、厨房における汚れた皿、グラス、料理器具等の食器類の洗浄、食品飲
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料工場で使用される食材及び製品用のプラスチックコンテナの洗浄等において、高いスケ
ール付着抑制効果と高い洗浄性を有する、硬質物品の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物を提
供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明は、（ａ）ポリアクリル酸又はその塩〔以下、（ａ）成分という〕、（ｂ）アク
リル酸とマレイン酸のコポリマー又はその塩〔以下、（ｂ）成分という〕、（ｃ）炭酸塩
及び珪酸塩からなる群から選ばれる１種以上のアルカリ剤〔以下、（ｃ）成分という〕３
５重量％以上、並びに（ｄ）有機キレート剤を含有し、（ａ）と（ｂ）との合計量が６重
量％以上、（ａ）／（ｂ）（重量比）が１以上である、硬質物品の自動洗浄機用粉末洗浄
剤組成物に関する。
【００１１】
　本発明において、硬質物品の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物とは、自動洗浄機で食器、
調理器具、プラスチックコンテナ等の硬質物品を洗浄する際に用いる粉末洗浄剤組成物と
いう意味である。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、高い洗浄性と高いスケール付着抑制効果を有する硬質物品の自動洗浄
機用粉末洗浄剤組成物が提供される。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
＜（ａ）成分＞
　本発明の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物は、（ａ）成分として、ポリアクリル酸又はそ
の塩を含有する。（ａ）成分としては、アクリル酸のホモポリマー又はその塩が挙げられ
る。また、（ａ）成分としては、ポリアクリル酸、ポリアクリル酸ナトリウム、ポリアク
リル酸カリウム等が挙げられ、ポリアクリル酸ナトリウム、ポリアクリル酸カリウムが好
ましい。本発明の（ａ）成分は、本発明の効果の発現を妨げない程度であれば、アクリル
酸以外のモノマーであって、アクリル酸と共重合可能なモノマー（ただしマレイン酸を除
く）を含んだコポリマーであってもよい。アクリル酸以外のモノマーであって、アクリル
酸と共重合可能なモノマー（ただしマレイン酸を除く）としては、ビニル系モノマー、ア
クリル系モノマー、スチレン系モノマー等が挙げられ、より具体的にはメタクリル酸、ア
クリル酸メチル、アクリル酸エチル、メタクリル酸メチル、スチレン等が挙げられる。ア
クリル酸以外のモノマーであって、アクリル酸と共重合可能なモノマー（ただしマレイン
酸を除く）の（ａ）成分中のモル比は、（ａ）成分として水溶性等の物性や本発明の効果
の発現に対して影響を与えなければ限定されないが、（ａ）成分中に０～５モル％が好ま
しく、０～３モル％がより好ましく、０モル％であることが最も好ましい。従って、本発
明のポリアクリル酸又はその塩は、全構成モノマー中、アクリル酸以外のモノマーであっ
て、アクリル酸と共重合可能なモノマー（ただしマレイン酸を除く）を、０～５モル％の
範囲で含むポリマー又はコポリマーであってよい。
【００１４】
　また、（ａ）成分の重量平均分子量は、スケール付着抑制効果の観点から、１，０００
～２０，０００が好ましく、２，０００～１５，０００がより好ましい。この重量平均分
子量は、アセトニトリルと水の混合溶媒（リン酸緩衝溶液）を展開溶媒とし、ゲルパーミ
テーションクロマトグラフィーで分子量既知の一般に市販され入手可能なポリマー標準試
薬であるポリアクリル酸（例えば、シグマアルドリッチ製分子量スタンダード試薬）を標
準物質として求めたものである。
【００１５】
＜（ｂ）成分＞
　本発明の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物は、（ｂ）成分として、アクリル酸とマレイン
酸のコポリマー又はその塩を含有する。（ｂ）成分としては、アクリル酸とマレイン酸の



(4) JP 5770465 B2 2015.8.26

10

20

30

40

50

コポリマー、アクリル酸とマレイン酸のコポリマーのナトリウム塩、アクリル酸とマレイ
ン酸のコポリマーのカリウム塩等が挙げられ、アクリル酸とマレイン酸のコポリマーのナ
トリウム塩、アクリル酸とマレイン酸のコポリマーのカリウム塩が好ましい。また、（ｂ
）成分は、アクリル酸／マレイン酸のモル比が０．２５～４、更に０．４～２．５である
ことが、スケール付着抑制効果の観点から好ましい。本発明の（ｂ）成分は、本発明の効
果の発現を妨げない程度であれば、アクリル酸及びマレイン酸以外のモノマーであって、
アクリル酸及び／又はマレイン酸と共重合可能なモノマーを含んだコポリマーであっても
よい。アクリル酸及びマレイン酸以外のモノマーであって、アクリル酸及び／又はマレイ
ン酸と共重合可能なモノマーとしては、ビニル系モノマー、アクリル系モノマー、スチレ
ン系モノマー等が挙げられ、より具体的にはメタクリル酸、アクリル酸メチル、アクリル
酸エチル、メタクリル酸メチル、スチレン等が挙げられる。アクリル酸及びマレイン酸以
外のモノマーであって、アクリル酸及び／又はマレイン酸と共重合可能なモノマーの（ｂ
）成分中のモル比は、（ｂ）成分として水溶性等の物性や本発明の効果の発現に対して影
響を与えなければ限定されないが、（ｂ）成分中に０～５モル％が好ましく、０～３モル
％がより好ましく、０モル％であることが最も好ましい。従って、本発明のアクリル酸と
マレイン酸のコポリマー又はその塩は、全構成モノマー中、アクリル酸及びマレイン酸以
外のモノマーであって、アクリル酸及び／又はマレイン酸と共重合可能なモノマーを、０
～５モル％の範囲で含むコポリマーであってよい。
【００１６】
　通常、（ａ）成分を製造する際の共重合反応には、マレイン酸は無水マレイン酸が用い
られるので、上記のモル比は、何れも無水マレイン酸に基づくモル比であってよい。
【００１７】
　また、（ｂ）成分の重量平均分子量は、スケール付着抑制効果の観点から、１，０００
～１００，０００が好ましく、２，０００～９０，０００がより好ましい。この重量平均
分子量は、アセトニトリルと水の混合溶媒（リン酸緩衝溶液）を展開溶媒とし、ゲルパー
ミテーションクロマトグラフィーで分子量既知の一般に市販され入手可能なポリマー標準
試薬であるポリアクリル酸（例えば、シグマアルドリッチ製分子量スタンダード試薬）を
標準物質として求めたものである。
【００１８】
＜（ｃ）成分＞
　本発明の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物は、（ｃ）成分として、炭酸塩及び珪酸塩から
なる群から選ばれる１種以上のアルカリ剤を含有する。（ｃ）成分としては、オルソ珪酸
ナトリウム、オルソ珪酸カリウム、メタ珪酸ナトリウム、メタ珪酸カリウム、１号珪酸ナ
トリウム、１号珪酸カリウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸水素ナトリウム、炭
酸水素カリウム等が挙げられ、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、メタ珪酸ナトリウム、メ
タ珪酸カリウムが好ましく、洗浄性及び保存安定性の観点からは、炭酸ナトリウム、メタ
珪酸ナトリウムが好ましく、スケール付着抑制効果の観点からは、メタ珪酸ナトリウムが
好ましい。従って、本発明では、（ｃ）成分として珪酸塩を含むことが好ましい。
【００１９】
＜（ｄ）成分＞
　本発明の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物は、スケール抑制に優れる観点から、（ｄ）成
分として、有機キレート剤を含有する。（ｄ）成分としては、（ｄ１）エチレンジアミン
テトラ酢酸四ナトリウム、メチルグリシン二酢酸三ナトリウム、Ｌ－グルタミン酸二酢酸
四ナトリウム等のアミノカルボン酸塩、（ｄ２）クエン酸三ナトリウム、リンゴ酸二ナト
リウム、酒石酸ナトリウム等のヒドロキシカルボン酸塩等が挙げられ、エチレンジアミン
テトラ酢酸四ナトリウム、メチルグリシン二酢酸三ナトリウム、Ｌ－グルタミン酸二酢酸
四ナトリウム、及びクエン酸三ナトリウムからなる群から選ばれる少なくとも１種が好ま
しい。
【００２０】
＜自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物＞
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　本発明の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物は、上記（ａ）～（ｄ）成分を含有するもので
あり、更にその他の成分を含有することができる。
【００２１】
　本発明の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物中の（ａ）成分の含有量は、スケール付着抑制
効果の観点から、５重量％以上が好ましく、６重量％以上がより好ましい。上限は、特に
限定されないが、効果とコストの観点から、４０重量％以下が好ましく、３０重量％以下
がより好ましく、１５重量％以下がより好ましい。上記の観点から、５～４０重量％が好
ましく、６～３０重量％がより好ましく、６～１５重量％がより好ましい。
【００２２】
　また、本発明の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物中の（ｂ）成分の含有量は、スケール付
着抑制効果の観点から、０．５～１０重量％が好ましく、１～５重量％がより好ましい。
０．５重量％以上が好ましく、１重量％以上がより好ましい。上限は、特に限定されない
が、効果とコストの観点から、１０重量％以下が好ましく、５重量％以下がより好ましい
。上記の観点から、０．５～１０重量％が好ましく、１～５重量％がより好ましい。
【００２３】
　また、本発明の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物中の（ｃ）成分の含有量は、洗浄性を付
与する成分であり、洗浄性に優れる観点から、３５重量％以上であり、洗浄性及びスケー
ル付着抑制効果の観点から、４０～９０重量％が好ましく、４５～８５重量％がより好ま
しく、４０～５５重量％がさらに好ましい。また、（ｃ）成分中の珪酸塩の割合は、洗浄
性及びスケール付着抑制効果の観点から、２０重量％以上が好ましく、２５～１００重量
％がより好ましく、３０～１００重量％が更に好ましい。
【００２４】
　本発明の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物中の（ｄ）成分の含有量は、スケール付着抑制
効果の観点から、１～５０重量％が好ましく、１０～４０重量％がより好ましい。
【００２５】
　また、本発明の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物中における、（ａ）成分と（ｂ）成分と
の合計量は、スケール付着抑制効果の観点から、６重量％以上であり、７～６０重量％が
好ましく、８～４０重量％がより好ましく、８～２０重量％が更に好ましい。
【００２６】
　また、本発明の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物における、（ａ）成分と（ｂ）成分の重
量比は、スケール付着抑制効果の観点から、（ａ）／（ｂ）で１以上であり、２以上が好
ましく、３以上がより好ましい。上限は、特に限定されないが、効果とコストの観点から
、５０以下が好ましく、４０以下がより好ましく、３０以下が更に好ましく、１５以下が
更により好ましい。上記の観点から、（ａ）／（ｂ）は、１～５０が好ましく、２～４０
がより好ましく、３～３０が更に好ましく、３～１５が更により好ましい。
【００２７】
　また、本発明の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物における、（ａ）成分と（ｂ）成分の合
計量と（ｃ）成分との重量比は、洗浄性とスケール付着抑制効果の両立の観点から、（ｃ
）／［（ａ）＋（ｂ）］＝０．５～１０が好ましく、１～８がより好ましく、２～５が更
に好ましい。
【００２８】
　本発明の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物には、（ａ）～（ｄ）成分以外に、必要に応じ
て、芒硝、界面活性剤、漂白剤、酵素、消泡剤、防腐剤、防錆剤、殺菌剤、抗菌剤、色素
、香料、ハイドロトロープ剤等を配合する事ができる。
【００２９】
　本発明の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物は、硬質物品用自動洗浄機に用いられる。ここ
で、硬質物品とは、硬質表面を有する部材を主体として含む物品であり、自動洗浄機によ
る洗浄に適した大きさ、形状、材質を有する物品を含む。また、部分的に軟質部材が含ま
れていてもよい。具体的な硬質物品としては、食器、調理器具、プラスチックコンテナ等
が挙げられる。また、自動洗浄機は、これらの硬質物品の自動的な洗浄に適した装置を適
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宜使用できる。また、本発明の硬質物品用自動洗浄機としては、例えば、自動食器洗浄機
、プラスチックコンテナ用洗浄機が挙げられ、自動食器洗浄機に適用することが好ましい
。
【００３０】
　また、本発明の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物は、リンを含む化合物を含有しない、い
わゆる無リンタイプの組成物とすることができる。
【００３１】
　本発明の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物は、０．１重量％水溶液の２５℃でのｐＨが１
０～１３、更に１１～１２であることが、洗浄性、基材損傷性の観点から好ましい。
【実施例】
【００３２】
　表１に示した配合組成の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物を調製し、以下の方法でスケー
ル付着抑制能、洗浄性を評価した。結果を表１に示す。
【００３３】
〔１〕スケール抑制能の評価
＜試験条件＞
使用洗浄機：三洋電機（株）製自動食器洗浄機（ＳＡＮＹＯ　　ＤＲ５３）
洗浄温度：６０℃
洗浄時間：４０秒
すすぎ温度：７０℃
すすぎ時間：５秒
洗浄濃度：０．１０重量％
使用水：６°ｄＨ硬水（塩化カルシウムにて調整）
【００３４】
＜評価方法＞
　ＳＵＳ３０４のテストピース（１００ｍｍ×１３０ｍｍ）５枚を洗浄ラックの所定の位
置に設置し、上記試験条件にて、洗浄→すすぎ→室温での風乾の操作を１，０００回繰り
返した後、テストピースの外観を下記の評価基準にて目視判定した。表１には、５枚（表
裏）の平均値を示した。
【００３５】
＜評価基準＞
６：試験前と比較して差が無く光沢がある
５：わずかに変色しているがスケールは付着せず、光沢がある
４：変色しているがスケールは付着せず、光沢がある
３：一部にスケールが付着するが、光沢がある
２：全体がスケールで覆われ、光沢がない
１：全体がスケールで覆われ、光沢がなく表面がざらついている
　尚、本発明のスケール抑制能評価としては、スケールが付着せず光沢があると判断され
る４点以上であれば好ましい。
【００３６】
〔２〕洗浄性の評価
＜モデル汚垢の作製＞
　新品の直径２０ｃｍ磁器製皿の中央部に、卵黄２ｇを刷毛で直径約１０ｃｍの円形に均
一塗布し、８０℃に設定した電気乾燥機に入れた。３０分後、卵黄を塗布した磁器製皿を
取り出して、自然冷却したものをモデル汚垢として洗浄性評価に用いた。
【００３７】
＜評価方法＞
　三洋電機（株）製自動食器洗浄機（ＳＡＮＹＯ　ＤＲ５３）の洗浄槽（３８Ｌ）に表１
の自動洗浄機用粉末洗浄剤組成物３８ｇを投入して、６０℃の温水で溶解させた。専用ラ
ックにモデル汚垢を塗布した磁器製皿４枚をセットして、６０℃の洗浄液にて４０秒間洗
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浄した後、７０℃の濯ぎ水にて５秒間濯いだ。専用ラックから磁器製皿を取り出し、エリ
スロシン色素１重量％水溶液にて着色させて、以下に示した判定基準にて洗浄性を目視判
定にて評価した。
【００３８】
＜洗浄性の判定基準＞
５；４枚の磁器製皿の何れにも着色痕は全く認められず、汚れが除去
４；４枚の磁器製皿の何れかに僅かな着色痕を認めるが、殆どの汚れが除去
３；４枚の磁器製皿全てに僅かな着色痕を認めるが、殆どの汚れが除去
２；４枚の磁器製皿全てに着色痕を認め、半分程度の汚れが残留
１；４枚の磁器製皿全てに着色痕を認め、殆どの汚れが残留
　尚、本発明の洗浄性評価としては、汚れが除去されたと判断される３点以上であれば好
ましい。
【００３９】
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【表１】

【００４０】
・ａ－１：ポリアクリル酸のナトリウム塩〔重量平均分子量４，０００、ソカランＰＡ２
５ＣＬ　Ｇｒａｎｕｌｅｓ（ＢＡＳＦジャパン（株）製）：原料情報は、ＢＡＳＦジャパ
ン（株）製品カタログより〕
・ｂ－１：アクリル酸／マレイン酸コポリマーのナトリウム塩〔重量平均分子量７０，０
００、アクリル酸／マレイン酸コポリマー比＝７０／３０、ソカランＣＰ５　Ｇｒａｎｕ
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ｌｅｓ（ＢＡＳＦジャパン（株）製）：原料情報は、ＢＡＳＦジャパン（株）製品カタロ
グより〕
・ｂ－２：アクリル酸／マレイン酸共重合体塩〔重量平均分子量５，０００、アクアリッ
クＴＬ３７（（株）日本触媒製）：原料情報は、（株）日本触媒　製品カタログより〕
・ノニオン界面活性剤：プロピレンオキシド・エチレンオキシド・プロピレンオキシド・
ブロックポリマー、〔重量平均分子量３，１００、プロピレンオキシド／エチレンオキシ
ド比＝８０／２０、プルロニックＲＰＥ２５２０（ＢＡＳＦジャパン（株）製）：原料情
報は、ＢＡＳＦジャパン（株）製品カタログより〕
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